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入札参加者心得 

 

独立行政法人日本学生支援機構 

 

本機構の一般競争入札に参加される際には、以下の条項に留意し、手違いによる誤り

や書類不備等の欠格がないよう心得て参加すること。 

 

記 

 

（入札参加者の義務） 

１ 入札参加者は、入札説明書、仕様書、契約書案等を熟覧し、調達内容を確認の上、

この心得書を熟読し、入札しなければならない。 

２ 入札説明書、仕様書、契約書案等について疑義があるときは、別に示す方法で本機

構に説明を求めることができる。 

 

（公正な入札の確保） 

３ 入札参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律  

第54号）等に抵触する行為を行ってはならない。 

４ 入札参加者は、入札に当たっては、競争を制限する目的で他の入札参加者と入札金

額又は入札意思についていかなる相談も行わず、独自に価格を定めなければならない。 

５ 入札参加者は、落札者の決定前に、他の入札参加者に対して入札金額を意図的に開

示してはならない。 

 

（競争入札の延期又は廃止） 

６ 本機構は、入札参加者が相連合し又は不穏の挙動をする等の場合で競争入札を公正

に執行できない状況にあると認めたときは、当該入札を延期し、又はこれを廃止する

ことができる。 

 

（代理人による入札） 

７ 入札参加者は、代理人をして入札させることができる。ただし、予決令第70条及  

び第71条の規定に該当する者を入札参加者の代理人とすることはできない。 

８ 代理人をして入札させる場合、入札参加者は委任状を提出するとともに、入札書に

代理人の氏名を併せて記入及び押印させなければならない。 

９ 入札参加者又はその代理人は、当該入札に参加する他の入札参加者の代理人となる

ことはできない。 

 

（入札書の作成） 

10 入札参加者は、入札に際し、本機構の定める様式により、入札書を作成しなければ

ならない。 
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11 前記10の入札書には、次の事項を記載すること。 

（１）調達件名 

（２）入札金額（総価であること） 

（３）提出年月日 

（４）入札参加者本人が入札する場合は、入札参加者本人の住所、氏名（法人の場合は、

その商号又は名称、及び代表者の氏名）及び押印（登録印であること。法人にあ

っては代表者印。外国人の場合は署名でも可。以下同じ。） 

（５）代理人が入札する場合は、入札参加者本人の住所、氏名（法人の場合は、その商

号又は名称、及び代表者の氏名）、代理人であることの表示及び当該代理人の氏

名及び押印 

12 入札書は必ず封書に入れて密封し、その封皮（表面）に「案件名」及び氏名（法人

の場合は名称又は商号）を記載すること。 

13 入札参加者又はその代理人は、入札書の記載事項を訂正する場合は、当該訂正部分

について押印しなければならない。 

14 入札参加者又はその代理人は、その提出した入札書の引換え、変更、取消しをする

ことはできない。 

 

（入札の無効） 

15 次の各号の一に該当する入札は、これを無効のものとして処理する。 

（１）入札公告に示した競争に参加する者に必要な資格のない者による入札 

（２）入札公告に示した競争に参加する者に必要な資格を喪失した者による入札 

（３）競争入札に付される調達件名の表示、入札金額の記載のない入札書による入札 

（４）入札参加者本人の氏名（法人の場合は、その商号又は名称及び代表者の氏名）の

記載及び押印のない又は判然としない入札書等による入札 

（５）委任状の提出がない代理人による入札 

（６）同一の調達案件の競争入札について他の代理人を兼ね、又は２人以上の代理をし

た者による入札 

（７）代理人が入札する場合における入札参加者本人の氏名（法人の場合は、その商号

又は名称及び代表者の氏名）、代理人であることの表示並びに当該代理人の氏名

の記載及び押印のない又は判然としない入札書（記載のない又は判然としない事

項が入札参加者本人の氏名（法人の場合は、その商号又は名称及び代表者の氏名）

又は代理人であることの表示である場合には、正当な代理であることが委任状そ

の他で確認されたものを除く。）による入札 

（８）競争入札に付される調達件名の表示に重大な誤りのある入札書等による入札 

（９）入札金額の記載が不明確な入札書による入札 

（10）入札金額を訂正したもので、その訂正について押印のない入札書による入札 

（11）入札公告において示した入札書の受領期限までに入札公告に示した入札書等の提

出場所へ到達しなかった入札書による入札 

（12）入札書等に虚偽の記載をしたものによる入札 

（13）公正な価格を害し、又は不正の利益を得るために明らかに連合したと認められる
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者による入札 

（14）その他入札に関する条件に違反した者による入札 

 

（入札の辞退） 

16 入札参加者のうち、入札を辞退しようとする者は、次の各号により入札を辞退する

ことができる。 

（１）開札前にあっては、別紙様式の辞退届を本機構に直接持参又は郵送（開札日の前

日までに到達するものに限る。）することによる。 

（２）入札執行中にあっては、入札辞退書又はその旨を明記した入札書を、入札関係職

員に直接提出することによる。 

17 入札を辞退した者は、これを理由として以後の指名等について不利益な取扱いを受

けるものではない。 

 

（開札） 

18 開札は、入札参加者又はその代理人が出席して行うものとする。この場合において、

入札参加者又はその代理人が立ち会わないときは、入札執行事務に関係のない本機構

職員を立ち会わせてこれを行う。 

19 開札は定時に行うので、入札参加者又はその代理人は定時の５分前までには入札公

告に示した開札場所へ入室するよう留意しなければならない。 

 

（開札場所での入退室及び禁止事項） 

20 開札場所には、入札参加者又はその代理人並びに入札執行事務に関係のある職員

（以下「入札関係職員」という。）及び前記18の立会職員以外の者は入室することが

できない。ただし、入札参加者又はその代理人の申請により予め本機構がやむを得な

い事情があると認めた場合はこの限りでない。また、何れの場合においても、携帯電

話・電子メール等で外部と連絡をとることもできない。録音することもできない。 

21 入札参加者又はその代理人は、開札場所に入室しようとするときは、入札関係職員

に身分証明書並びに代理人をして入札させる場合においては入札権限に関する委任

状を提示又は提出しなければならない。 

22 入札参加者又はその代理人は、入札公告に示した開札の時刻以後においては、開札

場所に入室することができない。 

23 入札参加者又はその代理人は、入札関係職員が特にやむを得ない事情があると認め

た場合のほか、開札場所を退室することができない。 

24 開札場所において、公正な執行を妨げようとした者は、開札場所から退去させるも

のとする。 

25 開札場所において、公正な価格を害し、又は不正の利益を得るために連合した者は、

開札場所から退去させるものとする。 

 

（再度入札） 

26 開札をした場合において、入札参加者等のうち、予定価格の制限に達した価格の入
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札がないときは、再度の入札を行う。この場合において、原則として入札参加者等の

全てが立ち会っている場合にあっては直ちに、その他の場合にあっては別に定める日

時において入札を行う。なお、無効の入札を行った者は、これに参加することはでき

ない。 

27 直ちに行う再度の入札に際しては、本機構が定める様式により入札書を作成し、提

出することとし、積算内訳書の提出は省略することができるものとする。ただし、再

度の入札において落札者として決定した場合には、直ちに積算内訳書を本機構に提出

するものとする。 

28 再度の入札において参加の意思がない場合、入札参加者又はその代理人は前記16

に示す方法により入札を辞退することができる。 

 

（落札） 

29 開札の結果、本機構の予定価格の範囲内で最低の金額をもって有効な入札を行った

者を落札者とする。ただし、落札者となるべき者の入札価格が、機構が定める基準額

を下回り、不当廉価等により契約の履行が不可能になる恐れがあると認められる場合

は、直ちにこれを契約の相手方としないことがある。これに該当する場合は、最低入

札価格の者は落札候補者とし、当該入札を保留した上、本機構で調査を行うこととす

るため、調査対象事業者は事情聴取に協力すること。なお、落札候補者の調査結果に

係る落札者の決定及び決定通知は、入札参加者全員に後日メールで報告する。 

30 前記29の調査において、本機構は次の対応を行う。 

（１）積算資料等の詳細を求める。 

（２）積算資料等の提出に応じない場合又は不十分な場合には説明を求める。 

（３）積算資料等の提出・説明に応じない場合又は不十分な場合には「契約の内容に適

合した履行がされないおそれがある」ものとして落札者としない場合がある。 

31 落札者となるべき同金額の入札をした者が２人以上ある場合は、直ちにくじ引きに

より落札者を決定する。 

 

（契約書の作成） 

32 落札者は、本機構から交付された契約書案に記名押印し、本機構が別に通知する期

間に契約書の取り交わしを行うものとする。 

 

（落札者が契約書を締結しないとき） 

33 本機構は、落札者が前記32に定める期間内に契約書を提出しないときは、落札の決

定を取り消すことができるものとする。 

 

（入札結果及び契約結果の公表） 

34 本機構は独立行政法人等の保有する情報公開に関する法律（平成13年法律第140号）

の対象となっているため、提出された入札書等は本機構の保有する法人文書として開

示されることがあるので予め承知の上、入札に参加すること。 

35 本機構が競争入札に付する案件の入札・落札情報については、本機構の契約事務取
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扱細則に基づきホームページ等で開示を行うので予め承知の上、入札に参加すること。 

 

（入札に係る経費） 

36 入札書等の作成及び提出に係る経費は、全て入札参加者の負担とする。 

 

（異議の申立） 

37 入札をした者は、入札後、この心得書、入札説明書、仕様書、契約書案等及び入札

説明会での説明、質問への回答等についての不知又は不明を理由として、異議を申し

立てることはできない。 

 

（その他） 

38 疑問又は不明な点があれば、本機構の担当者に照会すること。 

 

以上 


